
平成 27 年 4 月 28 日 

総合教育会議資料 

 

１ テーマ 

つなぐ、つながる ともに創る「防災・減災教育」 

～ 分権型教育行政を活用した防災・減災教育の充実 ～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇ ３つのつながり 

① 学習内容を「つなぐ」  

学校は計画的・継続的な実践を展開するため、各教科や領域の枠を超

え、これらを横断的・総合的に接続し、防災・減災教育カリキュラムを

作成する。 

 

② 区と学校を「つなぐ」  

 学校は各区の教育行政連絡会等を活用して、区と情報を共有しながら、

地域の実態に応じた「防災・減災教育」を進める。 

 

③ 世代と地域を「つなぐ」  

 学校は防災・減災教育を進める中で、未来の防災・減災の担い手であ

る子どもたちや保護者、地域の様々な世代の人々等との新たなつながり

を構築する。 

 

学校は分権型教育行政のもと、地域や保護者等とつながる機会を通

して、未来の防災・減災の担い手である子どもたちとともに「防災・

減災教育」を推進します。 



２ 現状 

（１） 「子どもの安全を守るための防災指導の手引き」の改訂(平成 27 年 3 月) 

（２）大阪市教育振興基本計画の平成 27 年度までの目標「防災に関する授業

を年間２時間以上実施する学校の割合を 100％にします。」を達成 

（３）小中学校の 80％以上が土曜授業で防災教育を実施 

（４）平成 27 年度局運営方針（防災教育の推進）「休日や土曜日などに行う授

業などを活用し、保護者や地域住民、関係機関団体等が参加する防災訓

練等の活動を実施した小・中学校の割合を 100％とする」 

 

 

 

 

 

３ 分権型教育行政の活用 

（１）教育委員会事務局は、各学校の防災・減災教育の基盤となる「子どもの

安全を守るための防災指導の手引き」を充実し、モデルカリキュラムを

作成、提供する。 

（２）学校は、区教育行政連絡会等を活用し、防災についての情報を区と共有

する。 

（３）学校は、モデルカリキュラムを参考に、自校の防災・減災教育カリキュ

ラムを作成する。 

 

４ 取組のイメージ 

 

・区地域防災計画の作成（平成 24年度以降） 

・大阪市地域防災計画の修正（平成 26月 10 月） 

・大阪市防災・減災条例の施行（平成 27 年 2 月） 

・市民防災マニュアルの全戸配付（平成 27年 3月） 
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